
令和２年度７月補正予算（一般会計第７号）における事業者支援事業について

１．地域企業感染症対策等支援事業 【県補助に上乗せ】

⑴事業概要
新型コロナウィルス感染症対策経費に関する県補助金（上限10万円、補助率10/10）に市が上乗せし、対象

事業者は合計20万円補助を受けられるもの。
■対象者
飲食・宿泊業、小売業、サービス業、鉄道業、道路旅客運送業を営む中小企業又はこれらの中

小企業を構成員とする団体。
■補助限度額
１店舗あたり10万円を上限とする。県が10万円補助するので、10万円を超える部分を補助する。

■補助率
10/10

■対象経費
・器具備品費：飛沫感染を防止するための備品購入費（空気清浄機、ビニールカーテン、体温計等）
・消耗品費：衛生用品の購入費（マスク、アルコール消毒液、手袋、フェイスシールド等）
・清掃費：外部清掃事業者による徹底的な店内消毒作業
・工事費：衛生管理・空気換気設備の導入費（センサー式の水道蛇口、清浄除去する業務用エアコン等）
その他、業態転換対策に係る経費（宅配用バイクリース代、テイクアウト用容器購入費等）も対象とする。

⑵補正要求額
98,600千円 ※市補助分
■積算根拠
負担金、補助及び交付金：100,000円×986社分＝98,600,000円
※飲食・宿泊業216社、小売業366社、サービス業369社、鉄道業・道路旅客運送業35社

⑶補助対象期間
令和２年４月から令和２年12月まで
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４．中小企業県制度融資利子補給 【市既存制度の拡充】

⑴事業概要
県制度融資（普通小口資金、小規模小口資金、コロナ対策資金等）を利用した市内事業者に対して、

貸付利息の1.0％又は1.5％を補給しているが、新型コロナウィルス感染症の影響を受け、資金需要が増
加しており、金融機関に配分している融資総枠を20億円分増額するもの。
■1.0％補給
普通小口資金、創業資金、商工観光振興資金、コロナ対策資金

■1.5％補給
小規模小口資金

⑵補正要求額
20,000千円 ※現行予算：68,000千円
■積算根拠
負担金、補助及び交付金：融資枠増額2,000,000千円×1.0％＝20,000千円

市内５行合計融資枠 金額 備考

①現行 85億６千万円
R２.５.１補正：＋30億円
R２.５.28補正：＋20億円

②増額分 20億円
市内金融機関には、利用状況に応じて枠
を配分。

①＋② 変更後 105億６千万円

２．にぎわい回復事業実施補助金 【市独自の新規施策】

⑴事業概要
新型コロナウィルス感染症の影響によって、商店街等商業団体が例年開催予定のイベントが相次いで中止と

なったが、賑わいの回復を目的としたイベント事業に支援することで、来街の喚起を促し、売上回復を狙うもの。
■対象者
商店街振興組合、商業団体等法人格を有するもの。

■補助限度額
１団体あたり100万円を上限とする。

■補助率
10/10

■対象経費
賑わい回復に資するイベント開催に係る経費。
報償費、広告宣伝費、会場設営費、賃借料、印刷製本費、委託費、消耗品費等

⑵補正要求額
7,000千円

■積算根拠
負担金、補助及び交付金：1,000,000円×７団体分＝7,000,000円

⑶補助対象期間
令和２年８月から令和２年12月まで

３．中小企業県制度融資利子補給基金

⑴事業概要
国の臨時交付金の対象であるコロナ関連融資の利子補給について、５年分を基金として積み立てる

もの。
⑵補正要求額

136,164千円
⑶対象期間

令和３年度分から令和７年度分まで

５．観光施設リノベーション支援事業 【市独自の新規施策】

⑴事業概要
コロナウイルス感染症終息後の集客に向けて、観光施設における外観改修、客室の洋式化等のリノ

ベーションを支援し、魅力向上を図るもの。
■対象者
市内で事業を営む温泉事業者

■補助限度額
１事業者あたり200万円を上限とする。

■補助率
3/4

⑵補正要求額
12,000千円
■積算根拠
負担金、補助及び交付金：2,000,000円×６施設分＝12,000,000円

⑶補助対象期間
令和２年８月から令和２年12月まで

６．観光施設感染症対策施設改修事業 【市独自の新規施策】

⑴事業概要
コロナウイルス感染症終息後の集客に向けて、市が所有する観光施設を改修し、魅力向上を図るもの。
■該当事業 ※市直営
・民俗村トイレ様式化工事（工事費5,258千円、設計・管理業務委託費1,135千円）
・夏油高原スキー場床改修工事（工事費1,100千円、設計・管理業務委託費165千円）
・レストハウステラスタイル改修工事（工事費1,815千円、設計・管理業務委託費273千円）

⑵補正要求額
9,747千円

■積算根拠
委託料：1,574,000円、工事請負費：8,173,000円
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